
けて特許法第43条第２項


に規定する書
類に記載されている事項を電磁的方法
により特許庁長官に提供する国の国名
を記載し、又は「世界知的所有権機関」
と記載する。なお、追加する優先権の
主張が２以上となるときは、次のよう
に欄を繰り返し設けて記載する。

【パリ条約による優先権等の主張】 【パリ条約による優先権等の主張】
【国・地域名】 【国・地域名】
【出願日】 【出願日】
【出願番号】 【出願番号】
（【出願の区分】） （【出願の区分】）
（【アクセスコード】） （【アクセスコード】）
（【優先権証明書提供国（機関）】） （【優先権証明書提供国（機関）】）
［削る］ （【提供国（機関）における出願の


番号】


）
【パリ条約による優先権等の主張】 【パリ条約による優先権等の主張】
【国・地域名】 【国・地域名】
【出願日】 【出願日】
【出願番号】 【出願番号】
（【出願の区分】） （【出願の区分】）
（【アクセスコード】） （【アクセスコード】）
（【優先権証明書提供国（機関）】） （【優先権証明書提供国（機関）】）
［削る］ （【提供国（機関）における出願の


番号】


）
また、当該優先権の主張が同法第
43条の２第１項（同法第43条の３第
３項において準用する場合を含む。）
の規定によるものであるときは、
「【優先権の主張】」の欄の次に「【そ
の他】」の欄を設けて、「特許法第43条
の２第１項（同法第43条の３第３項
において準用する場合を含む。）の規
定による優先権の主張」と記載する。

また、当該優先権の主張が同法第
43条の２第１項（同法第43条の３第
３項において準用する場合を含む。）
の規定によるものであるときは、
「【優先権の主張】」の欄の次に「【そ
の他】」の欄を設けて、「特許法第43条
の２第１項（同法第43条の３第３項
において準用する場合を含む。）の規
定による優先権の主張」と記載する。

２・３ ［略］ ２・３ ［略］

備 考 表 中 の ﹇ ﹈ の 記 載 は 注 記 で あ る 。

（ 実 用 新 案 法 施 行 規 則 の 一 部 改 正 ）

第 二 条 実 用 新 案 法 施 行 規 則 （ 昭 和 三 十 五 年 通 商 産 業 省 令 第 十 一 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

次 の 表 に よ り 、 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 の 傍 線 を 付 し た 部 分 は 、 こ れ に 順 次 対 応 す る 改 正 後 欄 に 掲

げ る 規 定 の 傍 線 を 付 し た 部 分 の よ う に 改 め 、 改 正 前 欄 に 二 重 傍 線 を 付 し た 規 定 で 改 正 後 欄 に こ れ に

対 応 す る も の を 掲 げ て い な い も の は 、 こ れ を 削 る 。

改 正 後 改 正 前

様式第１（第１条の２関係） 様式第１（第１条の２関係）
［略］ ［略］
〔備考〕 〔備考〕
１～29 ［略］ １～29 ［略］
30 第23条第２項において準用する特許
法施行規則第27条の４第３項の規定に
より、パリ条約による優先権又はパリ
条約の例による優先権を主張しようと
する旨等を願書に記載してその旨等を
記載した書面の提出を省略するとき
は、「【代理人】」の欄の次に「【パリ条約
による優先権等の主張】」の欄を設け、
その欄に「【国・地域名】」及び「【出願
日】」を設けて、国・地域名及び出願日
を記載する。これらの優先権の主張の
基礎とされた出願の番号を記載すると
きは、「【出願日】」の次に「【出願番号】」
の欄を設けて、その番号を記載する。

30 第23条第２項において準用する特許
法施行規則第27条の４第３項の規定に
より、パリ条約による優先権又はパリ
条約の例による優先権を主張しようと
する旨等を願書に記載してその旨等を
記載した書面の提出を省略するとき
は、「【代理人】」の欄の次に「【パリ条約
による優先権等の主張】」の欄を設け、
その欄に「【国・地域名】」及び「【出願
日】」を設けて、国・地域名及び出願日
を記載する。これらの優先権の主張の
基礎とされた出願の番号を記載すると
きは、「【出願日】」の次に「【出願番号】」
の欄を設けて、その番号を記載する。

第23条第２項において準用する特許法
施行規則第27条の４第５項の規定によ
り、第23条第２項において準用する特


許法施行規則第27条の３の３第３項


に
規定する事項を願書に記載して当該事
項を記載した書面の提出を省略すると


きは


、「【出願番号】」の次に「【出願の区
分】」及び「【アクセスコード】」を設け
て、それぞれ、優先権の主張の基礎と
した出願の区分（「特許」、「実用新案登
録」等の別）及び実用新案法第11条第


１項

において準用する特許法第43条第

２項に規定する書類に記載されている
事項を電磁的方法により特許庁長官に

第23条第２項において準用する特許法
施行規則第27条の４第５項の規定によ
り、第23条第２項において準用する特


許法施行規則第27条の３の３第３項第

１号

に規定する事項を願書に記載して

当該事項を記載した書面の提出を省略


するときも同様とする。また、第23条

第２項において準用する特許法施行規

則第27条の４第５項の規定により、第

23条第２項において準用する特許法施

行規則第27条の３の３第３項第２号に

規定する事項を願書に記載して当該事

項を記載した書面の提出を省略すると

きは、「【出願番号】」の次に「【優先権証


令
和

年

月


日
水
曜
日

(号
外
第


号
)

官
報




		2020-05-19T15:56:01+0900
	C＝JP,O＝Japanese Government,CN＝Ministry of Finance
	NationalPrintingBerau
	（なし）




